
区分 氏名 役職名等

1 飯島　徹 東松山市商工会理事

2 今村　美代子 東松山子育てねっと副代表

3 押尾　晴樹 東京電機大学建築・都市環境学系准教授

4 小野寺　亘 埼玉医科大学　特任教授（元埼玉県総務部長）

5 木村　翔一 JA埼玉中央青年部

6 小峰　良介 東松山市都市計画審議会会長

7 杉山　武志 松山第二地区民生委員

8 須田　知樹 立正大学地球環境科学部教授

9 関口　喜希 （社）比企青年会議所理事長

10 中田　幸昌 東松山市環境審議会委員

11 長島　洋介 武蔵丘短期大学健康栄養専攻教授

12 細田　咲江 大東文化大学国際関係学部教授

13 佐藤　幸俊 公募

14 関根　美沙 公募

15 松木　秀一 公募

任期：令和7年7月1日～令和9年6月30日
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参考資料３ 

○東松山市総合計画審議会条例 

昭和４１年４月１日 

条例第６号 

改正 昭和４５年６月２５日条例第３２号 

昭和４７年３月２５日条例第４号 

昭和４８年１２月２５日条例第４９号 

昭和５０年３月２５日条例第２２号 

昭和５４年３月２２日条例第３号 

昭和５５年９月２９日条例第２０号 

昭和５６年１月３０日条例第１号 

平成８年６月１０日条例第１３号 

平成１３年３月１６日条例第７号 

平成１８年３月２７日条例第１２号 

平成２７年６月２５日条例第２４号 

（目的） 

第１条 この条例は、東松山市総合計画審議会の設置、組織及び運営に関する

事項を定めることを目的とする。 

（設置） 

第２条 市長の諮問に応じ、市の総合計画に関し、必要な調査及び審議を行う

ため、東松山市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 総合計画 市におけるまちづくりの指針となるもので、基本構想及び基

本計画からなる最上位の計画をいう。 

(2) 基本構想 総合的かつ計画的な行政の運営を図るための市における基

本的な構想をいう。 

(3) 基本計画 基本構想を実現するための基本的な施策を体系的に示す計



画をいう。 

（組織） 

第４条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げるもののうちからそれぞれ当該各号に定める数の範囲内

において、市長が委嘱する。 

(1) 知識経験を有する者 １２人 

(2) 公募による市民 ３人 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によってこれを

定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、２年とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（部会） 

第７条 審議会に、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２ 委員が属する部会は、会長が指名する。 

第８条 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

３ 部会長に事故あるときは、あらかじめ部会長が指名する委員がその職務を

代理する。 

（会議） 

第９条 審議会又は部会の会議は、それぞれ会長又は部会長が招集する。 

２ 審議会又は部会は、委員の過半数が出席しなければ会議をひらくことがで

きない。 

３ 審議会又は部会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

会長又は部会長の決するところによる。 



（庶務） 

第１０条 審議会の庶務は、総合計画を主管する課において処理する。 

（雑則） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し、必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 東松山市新市建設審議会条例（昭和３２年７月２７日東松山市条例第１３

号）は、廃止する。 

附 則（昭和４５年６月２５日条例第３２号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和４５年４月１日から適用する。 

附 則（昭和４７年３月２５日条例第４号） 

この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和４８年１２月２５日条例第４９号） 

この条例は、昭和４９年１月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年３月２５日条例第２２号） 

この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年３月２２日条例第３号） 

この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５５年９月２９日条例第２０号） 

この条例は、昭和５５年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和５６年１月３０日条例第１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年６月１０日条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１３年３月１６日条例第７号） 

この条例は、平成１３年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月２７日条例第１２号） 



（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の東松山市総合振興計画審議会条例第３条

第２項の規定により東松山市総合振興計画審議会委員に委嘱されていた者は、

改正後の東松山市基本構想審議会条例第３条第２項の規定による東松山市基

本構想審議会委員に委嘱されたものとみなす。 

（東松山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

３ 東松山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３８年東松山市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則（平成２７年６月２５日条例第２４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年７月１日から施行する。 

（東松山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

２ 東松山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３８年東松山市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 


